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1 方針の策定に当たって 
1-1 策定の趣旨 

本県では、温暖な気候や肥沃な土壌など恵まれた自然条件を背景に、意欲ある
農業者の創意工夫と高い技術により、平坦地域では主に表作として米や大豆、裏
作に やたまねぎなどを組み合わせた 産性の い  農業が展開されるとと
もに、中山間地域ではみかん等の果実や肥育牛の生産が行われるなど、多様な農
業が営まれています。 

一方、生産現場では農業所得の伸び悩みや農業従事者の高齢化・減少、労働力
不足などの様々な課題に直面しており、そうした課題に的確に対応していく必
要があります。 

近年発展が著しいロボット技術や AI 技術、ICT などを活用したスマート農業
は、これらの課題解決を図る上での有効な手段の 1 つとして期待が高まってい
ます。一方、スマート農業には、自動収穫ロボットからスマートフォンのアプリ
を活用した圃場管理システムに至るまで様々な技術があり、国やメーカーから
全国に向けた情報も多く発信されていますが、県内の農業者からは、スマート農
業の種類や実用性、今後の見込みなどの情報が整理されておらず、どう対応すれ
ばよいのかよく分からないとの声も聞かれます。 

このようなことから、スマート農業について、営農類型別に技術概要を整理す
るとともに、目指す将来像や推進方向を明らかにすることにより、本県でのスマ
ート農業技術の円滑な導入を推進するため、本方針を策定します。 

 
1-2 本方針の位置づけ 

本方針は、「佐賀県『食』と『農』の振興計画 2019」に掲げる「スマート農業
の推進」の取り組みを着実に進めるために策定するものです。なお、技術開発の
進展など情勢に変化が生じた場合は必要に応じて、適宜、見直しを行うこととし
ます。 

 
1-3 本方針の期間 

令和 2（2020）年度から令和 6（2024）年度までの 5 年間とします。 
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2 佐賀県の農業の現状と課題 
2-1 農業所得の伸び悩み 

規模拡大が進み、販売額が１千万円以上の農家の割合は増えているものの、
全体では生産資材価格の高止まりや米価の低迷などで農業所得は伸び悩んで
おり、農業経営は厳しい状況となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2 農業従事者の高齢化や減少 
基幹的農業従事者の高齢化と減少が進んでいます。今後、高齢農業者の大量

リタイアが見込まれるなど、担い手の急速な減少により、産地の維持や農地・
農業用施設の適切な保全・管理等が課題となります。 
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※基幹的農業従事者 
  農業就業人口（15 歳以上の農家世帯

員のうち、「農業のみに従事した世帯
員」及び「農業と兼業の双方に従事し
たが、農業の従事日数の方が多い世帯
員」）のうち、普段の主な状態が農業
に従事していた者。 

図２．佐賀県の基幹的農業従事者数の推移 
資料：農林水産省「農林業センサス」
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※農業生産資材価格指数 
  肥料や光熱動力など農家が農業経営に使

用する主要な農業生産資材の小売価格（消
費税含む）を指数化したもの。 

 
※米価 
  平成 17 年産までは(財)全国米穀取引・価

格形成センター入札結果を元に作成。平成
18 年産以降は相対取引価格の平均値。運
賃、包装代、消費税を含む。

円 

円 

農業生産資材価格指数 
（平成 27 を 100 とした） 

米価 

図１．農業生産資材価格指数、米価の推移 
資料：農林水産省「農業物価統計」「米の相対取引価格」 

公益社団法人米穀安定供給確保支援機構「年産別の全銘柄落札加重平均価格（指標価格）の推移」 
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2-3 労働力不足 
 少子高齢化の影響により生産年齢人口が減少しています。それに伴い、様々な
業種において有効求人倍率が軒並み 1.0 倍を超えるなど、労働力不足が顕著にな
っています。 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

2-4 ＡＩ・ＩｏＴ等の技術革新の進展 
 農業分野でもＡＩやＩｏＴなどの革新的技術の活用が進められており、今後、
生産性の飛躍的な向上やロボットによる省力化などの実現が期待されます。 
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図１．生産年齢人口の推移 
資料：総務省「労働力調査」

※生産年齢人口 
 15 歳以上 65 歳未満の人口

図２．業種別有効求人倍率の推移 
資料：厚生労働省「一般職業紹介状況」

有効求人倍率 1.0 倍 

サ
 
ビ
ス 

自動野菜収穫ロボットによる収穫 ドローンによる農薬散布
出典：農林水産省資料「スマート農業の展開について」より 
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３ 目指す将来像 
3-1 知識・経験に関わらず誰でも取り組みやすい（就農しやすい）農業の実現 

熟練農業者の経験や勘に基づく「判断能力」を ICT で可視化することによ
り、新規就農者の技術習得や高度な技術の継承などのハードルを下げ、誰で
も取り組みやすい（就農しやすい）農業を実現します。 

 
 
3-2 収量・品質の飛躍的な向上の実現 

センシングデータやビッグデータの活用・解析により農作物の生育や病害
虫を正確に予測し、適切な栽培管理につなげることで作物の持つ能力を最大
限に引き出し、収量・品質の飛躍的な向上を実現します。 
 
 

3-3 省力化・効率化による経営規模拡大・多角化の実現 
ロボットや圃場管理システムなどの導入により作業の自動化や作業スピー

ドの向上を図ることで余剰労働力を生み出し、経営面積の増加やより高収益
な品目の新規導入などの経営規模拡大・多角化の実現を目指します。 

 
 
3-4 中山間地域など条件不利地での持続可能な農業の実現 

高齢化や担い手不足が進行する中山間地域など条件不利地においては、自
動化技術の導入による省力化・無人化やセンシング技術の導入による省力化、
単収・品質の向上等を通じて、担い手不足に対応した営農体系の確立と所得
の向上を図ることで持続可能な農業を実現します。 
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４ 推進方策 
４-1 推進の考え方 

スマート農業は、開発段階のものから、既に普及段階に進行しているものま
で多岐にわたることから、各技術の開発状況に応じ、推進を図っていく必要が
あります。開発段階の技術については必要に応じて試験研究機関が 間企業と
連携して取り組むとともに、実証段階の技術については試験研究機関や農業改
良普及センターが市町や JA、農業者等と連携しながら導入効果や費用対効果等
の検証を実施していきます。こうした取り組みを通して、県内普及が見込める
ものについては導入を推進していきます。 
 
4-2 推進体制の構築 

スマート農業の推進に当たっては、現場を踏まえた技術体系の検討や実証を
行う必要があることから、県における推進体制を整備し、最新のスマート農業に
関する情報収集・提供を行うとともに、農業者等からの相談に対応します。 
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4-3 推進に当たっての留意事項 
（１）導入目的の明確化 

同じ作業目的のスマート農業機械であっても、メーカーや規格により活用
可能な場面や条件等が異なるため、導入目的を明確にすることが重要です。
導入に当たっては、情報収集に努め、関係機関や専門家等の意見も参考にし
ながら、導入目的に合ったスマート農業技術を提供しているメーカーや規格
を検討する必要があります。 

 
（２）費用対効果の検討 

 スマート農業機械は従来の機械より高額で、運用時にも追加的経費が発生
することが多いことから、導入に係るコスト及びランニングコストと、導入
により削減される労働時間や経営規模拡大・多角化により増加する収入等を
勘案して費用対効果を分析したうえで、導入する必要があります。 

 
（３）通信環境の整備 

スマート農業を導入するためには、衛星測位データを補正するための基地
局やデータの送受信のための情報通信網（インターネット等）が必要なもの
もあります。このような通信環境を必要とするスマート農業技術を導入する
場合には、活用を想定しているエリアをカバーする基地局や情報通信網を整
備する必要があります。 

 
（４）導入効果をさらに高めるための生産基盤整備 

 スマート農業の導入効果を最大限引き出すためには、基盤整備などにより
その技術に適した農地にすることが重要です。自動走行が可能なロボットト
ラクターや ICT を活用した水管理システムなどを導入する際には、農地の大
区画化や勾配修正、ロボット防除機や自動収穫ロボットを導入する際には、
作物の仕立て方や施設整備など、導入するスマート農業に適した生産基盤整
備についても費用対効果を考慮しながら検討する必要があります。 
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５ 営農類型別のスマート農業技術と推進方向 

本項目は、営農類型別にスマート農業技術を導入することで期待できる効果
と、現時点で想定される 5 年後の姿を描き、その実現に向けた推進方向等を示
すものです。 
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６ 佐賀県での開発・実証等の取組事例 

本県において、特に力を入れて開発・実証をしている取組について事例を紹介
します。 
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